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〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 296社

　　　主要な連結子会社の名称は、事業報告の「重要な子会社の状況」に記載しているため、

　　省略しております。

　　　なお、当連結会計年度より、124社を連結の範囲に加えております。これは株式交換等

　　によるものであります。

　　　また、22社を連結の範囲より除外しております。これは当社の特定子会社であるユニバ

　　ーサル造船㈱について㈱アイ・エイチ・アイ　マリンユナイテッドとの合併により持分法

　　適用会社（社名：ジャパン　マリンユナイテッド㈱）となったことやその他の合併（10社）、

　　清算等（11社）によるものであります。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　ＪＦＥソーラーパワー清水㈱

　　（連結の範囲から除いた理由）

　　　非連結子会社はその資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金

　　（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財産および損益の状

　　態に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性の乏しいものであるため、連結の範囲か

　　ら除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用会社の数 63社

　　　主要な持分法適用会社の名称は、事業報告の「重要な関連会社の状況」に記載している

　　ため、省略しております。

　　　なお、当連結会計年度より25社を持分法適用の範囲に加えております。これはジャパン　

　　　マリンユナイテッド㈱を持分法適用の範囲に含めたことや株式交換により関連会社とな

　　ったこと等によるものであります。

　　　また、９社を持分法適用の範囲から除外しております。これは株式交換により連結子会

　　となったこと等によるものであります。

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち主な会社の名称等

　　（非連結子会社）ＪＦＥソーラーパワー清水㈱

　　（関連会社）　　日伸運輸㈱

　　（持分法を適用していない理由）

　　　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）

　　および利益剰余金（持分に見合う額）等がいずれも連結計算書類に重要な影響を与えない

　　ため、持分法の対象から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　タイ・コーテッド・スチール・シート・カンパニー・リミテッドをはじめとする一部の

　　連結子会社（国内９社、海外101社）の決算日は12月31日または１月31日であります。

　　連結計算書類の作成にあたっては、当該会社については連結決算日との差異は３ヶ月以内

　　であるため当該会社の決算日の計算書類を使用しております。

　　　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っており

　　ます。

連　結　注　記　表
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４．会計処理基準に関する事項

　(1) 資産の評価基準および評価方法

　　①有価証券

　　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　主として、連結決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法によっております。

　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算

　　　定しております。）

　　　時価のないもの

　　　　主として、移動平均法による原価法によっております。

　　②たな卸資産

　　　　主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

　　　げの方法）によっております。

　(2) 減価償却資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　主として、定率法によっております。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　主として、定額法によっております。

　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５

　　　年）に基づく定額法によっております。

　　③リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証の取決めがある場

　　　合は、当該残価保証額）とする定額法によっております。

　(3) 引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

　　　ております。

　　②退職給付引当金

　　　　従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年

　　　金資産の見込額に基づき計上しております。

　　　　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

　　　による定額法により費用処理しております。

　　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における平均残存勤務期間以

　　　内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

　　　費用処理することとしております。
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　　③特別修繕引当金

　　　　溶鉱炉および熱風炉等の改修に要する費用の支出に備えるため、次回の改修費用見積

　　　額を次回の改修までの期間に按分して繰入れております。

　　④特定事業損失引当金

　　　　将来、損失の発生が見込まれることとなった一部特定の廃棄物処理事業等について、

　　　当該損失発生に備えるため、翌連結会計年度以降の損失発生見込額を見積り計上してお

　　　ります。

　(4) 収益の計上基準

　　　請負工事に係る収益計上は当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

　　められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

　　の工事については工事完成基準を適用しております。

　(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　　①消費税等の会計処理

　　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　　②連結納税制度の適用

　　　　連結納税制度を適用しております。

　　③のれんの償却方法および償却期間

　　　　５年間で均等償却しております。なお、僅少なものは発生期に償却しております。

〔会計方針の変更に関する注記〕

(減価償却方法の変更)

　　　法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形

　　固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　　　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益は2,780百万円、経常

　　利益および税金等調整前当期純利益は2,787百万円それぞれ増加しております。

〔表示方法の変更に関する注記〕

　　　連結貸借対照表において、前連結会計年度に区分表示しておりました流動資産の「仕掛

　　品」について、当連結会計年度は総資産の100分の１以下となっておりますので、流動資産

　　の「その他」に含めて掲記しております。なお、当連結会計年度の「仕掛品」は32,554百

　　万円であります。

　　　連結損益計算書において、営業外収益の「為替差益」の金額が営業外収益の総額の100

　　分の10を上回っておりますので、区分表示しております。なお、前連結会計年度の「為替

　　差益」は713百万円であり、営業外収益の「その他」に含めて掲記しておりました。
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〔連結貸借対照表に関する注記〕

１．担保に供している資産および担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

　　　受取手形       945百万円

　　　有形固定資産     4,385百万円

　　　無形固定資産       168百万円

　　　投資有価証券       319百万円

　　　投資その他の資産の「その他」       238百万円

　　　(注)有形固定資産のうち、工場財団抵当等に供しているもの

    2,111百万円

　(2) 担保に係る債務

　　　買掛金       141百万円

　　　短期借入金       559百万円

　　　長期借入金     2,331百万円

　　　(注)上記のうち、工場財団抵当等によるもの

　　　　　短期借入金       368百万円

　　　　　長期借入金   　　139百万円

　　　この他、連結子会社の当社に対する預け金（連結子会社の計算書類上の帳簿価額

　　  8,700百万円）について設備の性能保証債務に対する担保設定がなされております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,197,155百万円

３．保証債務および保証予約等

      下記会社の金融機関借入金等について保証を行っております。

　　　日伯ニオブ㈱ 　 11,205百万円

　　　カワリン・エンタープライズ・

    　プライベート・リミテッド

　　　その他     1,008百万円

　　　計    13,022百万円

上記の他、バイヤウェン・コール・プロプライタリー・リミテッドおよび

　　水島エコワークス㈱に関し将来発生の可能性がある債務について保証を行って

　　おります。

　当連結会計年度における保証限度額 　 14,200百万円

４．受取手形割引高および裏書譲渡高     5,882百万円

 　   809百万円
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕

１．当期末の発行済株式の種類および総数

　　　普通株式 614,438,399株

２．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が当期末後となるもの

定時株主総会

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基　準　日 効力発生日

効力発生日基　準　日

平成25年３月31日 平成25年６月21日

平成24年６月28日平成24年３月31日

配当額（円）

20

定時株主総会
普通株式

付　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

平成25年６月20日
普通株式

平成24年６月27日
5,395 10

１株当たり

11,565 利益剰余金

配当の原資
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〔金融商品に関する注記〕

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　　　　当社グループは、資金調達については、資金の安定性とコストを勘案しながら、銀行

　　　借入やコマーシャル・ペーパーおよび社債発行等を中心に必要な資金を調達しており、

　　　一時的に余剰資金が生じた場合は、短期的な運用等に限定しております。デリバティブ

　　　は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

　　　ります。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　　営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、

　　　当該リスクに関しては、当社グループの各社は取引先の財務状況を定期的に把握する等

　　　の管理を行っております。また、一部の債権は期日前に売却しております。

　　　　営業債務である支払手形および買掛金は、概ね１年以内の支払期日のものであります。

　　　　外貨建て営業債権、営業債務は為替の変動リスクに晒されております。外貨建て取引

　　　による外貨の受け取り（製品輸出等）と外貨の支払い（原材料輸入等）で相殺されない

　　　部分については、為替予約等を利用したヘッジ取引を適宜実施しております。

　　　　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。また、外貨

　　　建ての有価証券については、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、

　　　主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。

　　　　借入金および社債は、流動性リスクを考慮し、返済期日を集中させないように管理し

　　　ております。変動金利の借入金および社債は、金利の変動リスクに晒されております。

　　　なお、一部の借入金および社債について金利の変動への対応および金利の低減を目的と

　　　して、金利スワップ等を利用したヘッジ取引を行っております。

　　　　当社グループの利用するデリバティブ取引は、将来の為替、金利等の市場価格変動の

　　　リスクを有しておりますが、輸出入取引、借入金・社債等の実需に伴う取引に対応させ

　　　てデリバティブ取引を行っていることから、これらのリスクは機会利益の逸失の範囲内

　　　に限定されております。当社グループは、デリバティブ取引の取引先を、信用力の高い

　　　金融機関に限定していることから、取引相手先の倒産等により契約不履行に陥る信用リ

　　　スクはほとんどないものと判断しております。また、当社はデリバティブ取引に係る社

　　　内規程を定め、これに基づき取引を実施しております。取引の実行にあたっては、上記

　　　方針に則り、財務担当執行役員の決裁により取引を実行しております。取引残高や時価、

　　　評価損益については、経営会議において定期的に報告することとしております。また、

　　　連結子会社においても、デリバティブ取引の実施にあたっては、社内規程に則り執行管

　　　理を行っております。

　(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的

　　　に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を

　　　採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　　　平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

　　次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次

　　表には含まれておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 有価証券及び投資有価証券

① 満期保有目的の債券

② その他有価証券

資産計

(1) 支払手形及び買掛金

(2) 短期借入金

(3) １年内償還予定の社債

(4) 社債

(5) 長期借入金

負債計

デリバティブ取引（*１)

① ヘッジ会計が適用されていないもの

② ヘッジ会計が適用されているもの

デリバティブ取引計

（*１) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

　　　正味の債務となる項目は、（　　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　資   産

　　(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

　　　　概ね短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

　　　ります。なお、一部の売掛金は為替予約等の振当処理の対象とされております（下記

　　　「デリバティブ取引」②参照）。

　　(3)有価証券及び投資有価証券

　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等か

　　　ら提示された価格によっております。

　負   債

　　(1)支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

　　　　概ね短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

　　　ります。なお、一部の買掛金は為替予約等の振当処理の対象とされております（下記

　　　「デリバティブ取引」②参照）。

―

―

―

588

(470)

117

588

(470)

117

1,961,672 1,962,757

△275

365,308

325,368

―

276,361 1,361

40,000

275,000

0

597,275 ―597,275

199

連結貸借対照表
計上額

―

時価 差額

64,621

40,000

200

354,727

1,085

955,995 955,719

354,727 ―

64,621

1,016,824 0

365,308

325,368

―

―

1,016,824
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　　(3)１年内償還予定の社債、および(4)社債

　　　　当社の発行する社債の時価は、市場価格によっております。金利スワップの特例処理

　　　の対象とされているものについては（下記「デリバティブ取引」②参照）、当該金利ス

　　　ワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の社債発行を行った場合に適用

　　　される合理的に見積られる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　(5)長期借入金

　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

　　　される利率で割り引いた現在価値により算定しております。金利スワップの特例処理の

　　　対象とされているものについては（下記「デリバティブ取引」②参照）、当該金利スワ

　　　ップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される

　　　合理的に見積られる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　デリバティブ取引

　　　①ヘッジ会計が適用されていないもの

　　　　　これらの時価は、契約を締結している取引先金融機関から提示された価格によって

　　　　おります。

　　　②ヘッジ会計が適用されているもの

　　　　　原則的処理によるものの時価は、契約を締結している取引先金融機関から提示され

　　　　た価格によっております。

　　　　　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている社債および借入金

　　　　と一体として処理されているため、その時価は、当該社債および当該借入金の時価に

　　　　含めて記載しております（上記「負債」(2)、(3)、(4)、(5)参照）。

　　　　　為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象と一体として処理されているため、

　　　　ヘッジ対象が売掛金および買掛金のものの時価は、当該売掛金および当該買掛金の時

　　　　価に含めて記載しております（上記「資産」(2)、「負債」(1)参照）。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式

非上場債券

出資証券

　　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

　　とから、「資産(3)②その他有価証券」には含めておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕

１．１株当たり純資産 2,700円83銭

２．１株当たり当期純利益  71円20銭

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

28,968

1

19
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（１） 関係会社株式は移動平均法による原価法によっております。

（２）

（３） 執行役員退職慰労引当金は、執行役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要

（４）

（５）

（１） 　有形固定資産の減価償却累計額 5 百万円

（２） 保証債務等

 下記会社の仕入債務について保証を行っております。

   ＪＦＥ商事㈱ 196 百万円

 上記の他、ＪＦＥエンジニアリング㈱に関し将来発生の可能性がある債務について保証を行ってお

ります。

  当事業年度における保証限度額 1,083 百万円

（３） 　関係会社に対する短期金銭債権 506,754 百万円

　関係会社に対する長期金銭債権 1,222,896 百万円

　関係会社に対する短期金銭債務 127,183 百万円

　４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高 営業収益 25,399 百万円

営業費用 824 百万円

　５．株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 36,158,476 株

　６．税効果会計に関する注記

控除しております。

　１株当たり純資産 1,858円 55銭

　１株当たり当期純利益 12円 25銭

個　別　注　記　表

　１．重要な会計方針に係る事項

有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっております。

　７．１株当たり情報に関する注記

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

連結納税制度を適用しております。

　３．貸借対照表等に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金等によるものであり、評価性引当額を

支給額を計上しております。

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

この変更による当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益への影響は軽微であ

ります。

　２．会計方針の変更に関する注記

（減価償却方法の変更）
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